
ふるさと納税実質２千円負担を

ゼロにする方法（裏技） 

実質負担２千円のふるさと納税 

 ふるさと納税は、「実質２千円負担で地方

の特産品が返礼品としてもらえる」と宣伝

されています。実質負担２千円は、所得税

法や住民税法で「寄附金が２千円を超える

場合には…」等と規定されているためです。 

２千円を減らす方法はないでしょうか？ 

ふるさと納税利用者拡大の歴史 

 平成 20 年に導入されたふるさと納税制

度の利用者は、当初年間 3 万人程度でした

が、平成 23 年の東日本大震災で被害を受け

た自治体への支援の寄附が増えてこの年74

万人強の寄附がありました。その後はいっ

たん減少しましたが、税収の少ない自治体

にとっては魅力的な収入源ということもあ

り、返礼品競争や手続きの簡素化により、

利用者は拡大しました。平成 28 年度の個人

住民税における適用者数は 129.5 万人であ

り、前年度の 43.5 万人の約 3.0 倍でした。 

こうした過程で、各自治体は、「書面申請

→電子申請」、「銀行振込もしくは郵貯振替

→クレジットカード決済」など、利用しや

すい環境を整えてきました。 

クレジットカードによるふるさと納税決済 

 クレジットカード決済は、納税者にとっ

ては銀行等に出向くことなく便利ですし、

受入れ自治体でも申込み即決済は税収確保

の点からも安心です。（書面の手続きで納付

書による納付の場合、時間経過で気が変わ

り、取りやめるというおそれがあります。） 

 さらにクレジットカード決済は、クレジ

ット会社による決済ポイントが付けば、そ

の分実質負担が減るということになります。 

 また、ふるさと納税のポータルサイトで

独自にポイント付与を打ち出しているとこ

ろもあり、そこでクレジット決済すると 2

重取りです。さらに、ポイントサイト経由

で 3重取りという裏技も存在します。 

２千円を１％で割返すと寄附額 20 万円!?

クレジットカードの一般的ポイント付与

は１％ですので、２千円を取り戻すには 20

万円の寄附が必要です。限度額 20 万円とい

うと、総務省のふるさと納税サイトの控除

限度額の目安のページによると、給与収入

1,100 万円もしくは 1,200 万円以上の方が

対象となります。結構な高額所得者です。 

そこまでの収入がない場合は、「ポイント

サイト経由で→ポイントが付与されるふる

さと納税ポータルサイトから→クレジット

決済する」ことにより、できるだけ実質負

担をゼロに近づけるということが可能です。 
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